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研究要旨 

【目的】令和 6年能登半島地震時（以下、能登半島地震）における保健師等広域応援派遣（以下、

保健師等チーム）の実態について明らかにする。 

【方法】 能登半島地震に際し、国の調整による保健師等チーム派遣を実施した 42 ヶ所の都道

府県の本庁の統括保健師を対象に、2024 年 8～9 月、郵送質問紙調査を実施した。調査内容は、

派遣実績、派遣元自治体による支援活動、派遣による成果や課題等とした。 

【結果】対象とした都道府県の全てから回答が得られた（回収率 100％）。派遣チーム数は平均

18.2チーム、保健師数は平均 110.7人、都道府県と指定都市（単独）とのローテーション派遣「有

り」は（19.0％）、都道府県と市町との混成編制「有り」は（66.7％）であった。1チーム当たり

の保健師の人数は平均2.3人であり、保健師以外の構成員は、行政職（100％）、薬剤師（50.0％）、

管理栄養士（45.2％）の順に多かった。派遣先は、輪島市（23.8％）、金沢市（21.4％）、珠洲市

（19.0％）、活動従事場所は、指定避難所（83.3％）、居宅（81.0％）、指定外避難所（52.4％）で

あった。活動内容は、避難所での健康支援（95.2％）、在宅訪問調査（71.4％）、在宅要支援者健

康支援（69.0％）、支援チームの調整（54.8％）であった。派遣元による支援としては、事前説明

会開催（78.6％）、メンタルヘルス対策（81.0％）、職員健康管理（47.6％）があり、派遣終了後

の報告会は 8 割の自治体で実施していた。派遣による派遣元自治体としての成果では、「災害時

の保健師の役割の理解の向上」が多く、課題は、「休日・夜間を含む緊急時連絡体制」、「自治体間

の情報共有」、「長期の人員確保」、「派遣に係る取り決めの不備」等であった。 

【結論】保健師等チームの派遣先は、能登半島の被災地の市町と、非被災市に開設された 1.5次

避難所等であった。主な活動内容は、避難所や在宅避難者の健康支援であったが、支援チームの

調整や指揮等のマネジメント機能も担っており、幅広い役割が求められている。能登半島地震は

元日の発災のため、派遣調整等に関わる組織内外の連絡体制には不備があった。また、派遣元の

支援体制においては、自治体間で取り組みの差が認められた。効果的な保健師等チーム派遣のた

めの、体制整備の標準化を図る必要性がある。 

（研究協力者）
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Ａ．研究目的

令和 6 年 1 月 1 日午後 4 時 10 分頃、

石川県輪島市、志賀町で震度７、能登

町、七尾市、珠洲市、穴水町で震度 6 強

の揺れを観測する地震が発生した、これ

により、建物の倒壊、津波、火災などの

被害が生じ、死者 549 人、負傷者 1,383

人、住家被害 163,758 棟（令和 7 年 3 月

11 日時点）の深刻な被害が生じた 1）。 

被災地域住民の生命や健康へ影響をも

たらす災害の発生時、被災地域の自治体

に勤務する保健師は、最前線で保健活動

に従事することが求められる。しかし、

被害が甚大なほど、被災地の保健師を含

む、地域資源だけでは対応が困難となる

ことが多く、受援の必要性が生じる。今

回の能登半島地震においても、甚大な被

害が生じた市町を中心に、管轄する県型

保健所においても、保健所や保健師等の

職員自身も被災を経験した。このような

被災地の状況を把握した石川県は、厚生

労働省健康・生活衛生局健康課保健指導

室（以下、保健指導室）に対し、保健師

等チームの要請を行った。これを受け

て、県外の 42 ヶ所の自治体より、保健師

等チー

ムの応援派遣が、1 月 5 日～5 月 31 日ま

での期間に実施され、保健師 9,434 人
と、その他の職種（事務職員、医師、歯

科医師、薬剤師、獣医師、管理栄養士

等）6,055 人、合計 15,489 人の自治体職

員が派遣活動に従事した 2)。 

本調査は、今後の災害時の保健師活動

の体制強化に向けた基礎資料を得るた

め、能登半島地震時における保健師等チ 

ームの派遣支援活動の実態を把握するこ

とを目的とした。 

Ｂ．研究方法

１．  調査対象

能登半島地震に際し、石川県からの

要請に対し厚生労働省（保健指導室）

の調整により、保健師等チームの支

援を実施した 42 ヶ所の都道府県の

本庁の統括保健師

２． 調査時期2024 年 8 月～ 9 月

３．  調査方法

郵送自記式質問紙調査を実施した。

回答方法は、郵送による返信、また

はウェブ入力の併用とした。

保健指導室の調整による保健師等チ 

ームによる応援派遣に関する以下の

実態や意見 

（1）保健師等広域応援派遣実績

（2）保健師等広域応援派遣チーム

   活動 

 (3）派遣元都道府県本庁による後方 

　　支援

（4）保健師等広域応援派遣の成果・

検証

（5）災害時の保健師活動に関する

意見・要望

　数値データは記述統計分析、自由記
　載の回答は、質的に分析を行った。

（倫理的配慮）

　調査への協力は任意であり、強制で
はないこと、調査へ不参加の場合でも
自治体や、調査対象者個人に不利益が
生じることはないことについて明記し
保証した。また調査結果の集約及び公
表に際し、デ ータは匿名性を保持し、
回答者の所属組織や個人が特定される
ことはないように処理した上で、厚生
労働科学研究成果デ ータベースにて
研究報告書として公表するとともに、
保健指導室が主催する会議や、関連す
る学会や学術誌等で公表する予定であ
ることについても依頼文書に明記し
た。本調査は、国立保健医療科学院研
究倫理審査委員会の承認を得て実施し
た（NIPH-IBRA＃24009）。

Ｃ．研究結果

１．  回答数（回収率）

　　42（100％）

２．  保健師等広域応援派遣の実績

１）派遣支援先自治体（複数回答）

派遣支援先自治体は、輪島市 10
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４．  調査項目 

５． 分析方法 



（23.8％）、金沢市 9（21.4％）、珠洲

市 8（19.0％）、七尾市 6（14.3％）の

順に多かった。

２）派遣チーム総数・派遣職員総数

派遣チーム総数の平均は 18.2チー

ム、保健師数は 110.7 人、保健師以

外の職種は 70.5 人であった。

３）１チームの現地活動日数と編成人数

①１チームの現地活動日数

最小値 4.5、最大値 5.6、最頻値 5.2
②チームの編成人数

最小値 3.2、最大値 4.1、最頻値 3.6
４）１チームあたりの保健師数・ロジス

ティクス業務担当者数

１チームあたりの保健師数は 2.3
人、ロジスティクス業務担当者数は

1.1 人であった。

５）保健師以外のチーム構成員の職種

〔複数回答〕

全ての自治体が、行政職 42
（100％）と回答し、次いで多い順

に、薬剤師 21（50％）、管理栄養士 19
（45.2％）、獣医師 15（35.7％）であ

った。

６）都道府県チームと指定都市チームと

のローテーション派遣編成

ローテーション派遣の編成を実施した

自治体は 8 か所（19.0％）であった。ロ

ーテーション派遣を実施した理由では、

「過去の実績（規定無）」、「（震災後）指

定都市からの申し出」、「都道府県職員の

人員確保困難」、「都道府県からの依頼」

が各 3 か所（37.5％）であった。その他

の記述では、「県と中核市がローテーシ 

ョン編成を実施」があった。

７）都道府県と市町村（指定都市除く）

との混成班編成

 都道府県と指定都市を除く市町村との

混成班編成を実施した自治体は 28
（66.7％）と半数以上であった。市町村

との班編成を実施した理由では、「過去

の実績（規定無）」21（75.0％）、「都道

府県職員の人員確保困難」17（60.7％）

（震災後）市町村からの申し出」13 
（46.4％）であった。その他の記述で

は、「応援派遣調整要領で、市町村も対

象となっていることから打診を実施し

た」という事前の計画（規定）に基づく

自治体が 3 か所あった。  
８）チーム員の一部交代ローテーション

体制

 応援派遣の引き継ぎをスムーズに行う

ため、チーム員の一部交代ローテーショ

ン体制を実施している自治体は 2
（4.8％）と限定的であった。

９）派遣元自治体が指定するチーム間の

引継ぎに用いる記録（報告）様式

 派遣元自治体が指定するチーム間の引

継ぎに用いる記録（報告）様式が「あ

る」と回答した自治体は 25（59.5％）

であった。

１０）チーム間の引継ぎに際し、活用し

た情報共有ツール  〔複数回答〕

チーム間の引継ぎに際し活用した情報

共有ツールの回答では、「現地対面」41
（97.6％）であった。次いで、「記録・

資料の共有」39（92.9％）、LINE（グル

ープ LINE 含む）30（71.4％）、WEB 会

議やメールが各々18（42.9％）、電話 17
（40.5％）であった。これら以外のツー

ルでは、「LOGO チャット」、「イントラ

ネット」、「Google ドライブ」、

「Teams」など、ネットを介した様々な

情報共有ツールの活用があった。

１１）保健師チームから派遣元自治体へ

の活動報告（定期）の頻度

活動報告の頻度は、「1 日に 1 回」33
（78.6％）と最も多かった。その他には

「1 日に 3 回」や、「1 日に 1 回の報告

書に加え Teams で随時報告」など、高

頻度の自治体があった。一方、「2 日に 1
回」とした自治体が 5 ヵ所（11.9％）あ

った。

１２）保健師チームから派遣元自治体へ

の活動報告の様式  〔複数回答〕

 活動報告の様式は、「派遣先自治体の

指定様式」34（81.0％）、「派遣元自治体

の指定様式」21（50.0％）であった。そ

の他、「活動の途中から派遣先自治体の

様式へ一本化した」、「現地保健師チーム
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のクロノロをイントラネット内の

Teams 上で共有（１日１回）し、派遣

元自治体の全ての保健師が閲覧可能とし

た」という回答もみられた。

１３）保健師チームから派遣元自治体へ

の活動報告の方法  〔複数回答〕

 保健師チームから、派遣元自治体への

活動報告は、「メール」26（61.9％）、

「電話」22（52.4％）、「イントラネッ

ト」15（35.7％）、「LINE」1(26.2 %)、
「Lo Go チャット」8(19.0%)、「WEB 会
議」7（16.7％）の順に多かった。

１４）派遣チーム員の選定上の考慮点

〔複数回答可〕

チーム員の選定において、考慮した内

容は「災害経験者と未経験者のペアリン

グ」38（90.5％）、「時期や現地の状況を

考慮した人選」32（76.2％）、「自治体派

遣計画（事前リスト）」と「災害（派

遣）経験者優先」がいずれも 24
（57.1％）と半数以上を占めた。その他

の回答では、「DHEAT 派遣との兼ね合いに

よる調整」や、「派遣する時期により、

経験や調整力、マネジメント力等を考慮

した」という、被災地の状況を考慮した

自治体があった。一方、「自組織の業務

との兼ね合い」という、派遣元組織の事

情を考慮した自治体もあった。１５）人

員の確保やチーム編成に際して生じた自

治体の課題  〔複数回答〕

 最も多い回答は、「中堅期保健師の確

保」、「長期人員の確保」がいずれも 32 
（76.2％）であった。「マネジメント機

能や意思決定に関与できる人材の確保」

26（61.9％）、「災害（派遣）経験保健師

の確保」25（59.5％）、「保健師の準備

性」23（54.8％）、「災害（派遣）経験者

と未経験者のペアリング」22（52.4％）

「追加・延長などによる再要請への対

応」21（50．0％）などが半数以上であ

った。また、ニーズに応じた職種編成に

おいて確保困難な職種では、管理栄養

士、ロジスティック（行政職）、薬剤

師、獣医師などの回答があった。

１６）保健師等チームの追加要請時の継

続の有無

石川県からの追加派遣要請に際し、継

続を受諾した自治体は 30（71.4％）で

あった。

１６－１）保健師チームの追加要請に際

し、可否判断に活用した情報、判断に影

響した事柄〔複数回答〕

「チーム編成・人員確保の見込み」が

37（88.1％）と最も多く、次いで「派遣

元都道府県（派遣調整担当部局等）の方

針」と「追加要請の理由（必要性）」が

各々31（71.8％）、次いで「応援派遣の

実態（報告）」26（61.9％）であった。  
３．  保健師等チーム活動に関すること

１） 活動従事場所  〔複数回答〕

保健師等チームの活動従事場所は、

「指定避難所」が 35（83.3％）と最

も多く、次いで「在宅（孤立集落除

く）」34（81.0％）、「指定外避難

所」22（52.4％）、「孤立集落」10
（23.8％）、「1.5 次避難所」9
（21.4％）の順であった。  

２） 支援活動内容〔複数回答〕

保健師等チームによる支援活動内容

は、「避難所住民の健康支援」40
（95.2％）が最も多く、次いで「在

宅訪問（ローラー調査）」30
（71.4％）、「在宅要支援者の健康支

援」29（69.0％）、「情報収集」27
（64.3％）の順であった。

一方、「保健活動体制の構築」15
（35.7％）、「保健・看護活動チーム

の調整」11（26.2％）、「情報の分

析・評価」11（26.2％）、「複数の応

援保健師チームのリーダー機能」5
（11.9％）、「保健活動の企画」5
（11.9％）などといった、マネジメ

ント機能の役割に関する活動実績も

あった。

３) 現地での保健師チームの活動に

対する主要な指揮者  〔複数回答〕

「DHEAT」24（57.1％）、「被災市町

保健師」23（54.8％）がほぼ同数

であり、次いで「県保健所（リエゾ

ヱ含む）保健師」12（28.6％）、「応
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援派遣保健師チーム（統括役割）の

保健師」9（21.4％）の順であっ

た。

４) 現地派遣 DHEAT と保健師チー

ムの連携の実態

保健師等チームとDHEATとの連携

に関して「保健活動の実施や判断の

ために必要な情報について共有を図

る機会があった」、「活動方針や各

チームの役割分担について合意形成

を図る機会があった」、「地域の課

題や状況の変化に応じた活動方針の

指示を受ける機会があった」、「相

互のチーム間において信頼関係が構

築されていた」、「相互のチーム間

においてコミュニケーションが円滑

であった」のいずれの設問も、“大

いにあてはまる”“ある程度あては

まる”の合計が５割以上を超えてい

た。一方「保健活動上の課題に対し

協議を図る機会があった」のみ、

“大いにあてはまる”“ある程度あ

てはまる”の合計が19(45.3％）

と、他の設問と比較して低率であっ

た。

５) DHEAT に期待する役割DHEAT に

期待する役割として、 “大いにあ

てはまる”“ある程度あてはま

る”の合計が 100％であった回答は

「多様な災害支援チーム活動との調

整」であった。“あまりあてはまら

ない”に 2 か所の自治体が指摘した

役割は「活動方針・方法の指示や助

言」、「被災地自治体職員との連

携・調整」であった。

６) 効果的な連携による支援活動を

行った災害支援チーム（複数回答）

 保健活動において、効果的な連携

による活動実績のある災害支援チー

ム に つ い て た ず ね た 。 そ の 結 果

「DMAT」25（59.5％）が最も多く、

「日赤救護班」16（38.1％）、「JRAT」

14（33.3％）、「DPAT」と「DWAT」

が各 13（31.0％）であった。

７） 連携による支援活動が困難であ

った災害支援チーム（複数回答）

必要性を認識したが、連携による

支援活動が困難であった災害支援チ

ームは、「該当なし」が 20
（47.6％）と最も多かったが、

「DPAT」4（9.5％）、DWAT3
（7.1％）の回答がみられた。  

４．  派遣元都道府県本庁による後方支援

１） 都道府県本庁による事前オリエ

ンテーションの方法

「口頭説明」が 31（73.8％）と最も

多かった。その他の回答では、「状

況が落ち着く第４班まで、口頭説明

（対面）を行い、以降は書面のみ配

布」、「派遣した者から口頭と書面で

説明。事務担当からの説明」、「書面

によるメール配信のほか、Webex に

よる情報共有」などがあった。

２） 事前オリエンテーションの手段

「対面（集合）説明会」が 33
（78.6％）と最も多く、「メール連

絡（資料添付含む）」が 29
（69.0％）、「派遣元主催 Web 会

議」25（59.5％）、「個別照会に対す

る対応」19（45.2％）の順に多かっ

た。その他、自由記載回答では「県

職員対象には、所属統括保健師から

口頭・資料によるオリエンテーショ

ンを実施し、県下の市町村職員対象

では、WEB 報告、WEB 説明会。」

といった、派遣者の所属に応じた方

法で実施するケースもあった。さら

に、「派遣初期の段階で、派遣報告

会の実施」により、以降の派遣予定

者などと情報共有を図った自治体も

あった。

３） 事前オリエンテーションに活用

した資料（複数回答）

「被害状況・宿泊等に関する情報」

36（85.7％）、「派遣先自治体の基礎

資料（人口動態・地図等）」30
（71.4％）、「災害時の保健活動推進

マニュアル」28（66.7％）、「自治体

の災害マニュアル（ガイドライ

ン）」と、「主要関係者・連絡先リス
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ト（派遣元）」が各 26（61.9％）、

「主要関係者・連絡先リスト（派遣

先）」、「職員の健康管理に関する資

料」22（52.4％）と半数を超える自

治体の回答があった。その他には、

「独自のオリエンテーション資

料」、「派遣先自治体や関連するサイ

ト等の HP」、「派遣者の作成資料の

更新」など、独自の工夫がある事例

がある一方、「活用なし」という自

治体も 1 か所あった。

４） 派遣に際し、派遣元において入

手する必要性が生じた情報

派遣元において、入手を要する情

報の有無についてたずねたところ、

「あり」と回答した自治体が 41
（97.6％）あった。「あり」と回答

した情報は、「ライフラインや道路

情報」、「宿泊」、「気象情報」、「派遣

先自治体の基礎情報（人口、医療機

関、地図等）」、「他の自治体の活動

状況」、「統括保健師に関すること」

などの回答があった。

５） 派遣に際し、派遣元において入

手する必要が生じた情報の入手先

（複数回答）

「石川県庁ホームページ」35
（85.4％）、「派遣先市町ホームペー

ジ」25（61.0％）、「石川県庁統括保

健師」18（43.9％）、「厚労省保健指

導室」16（39.0％）であった。

６） 現地応援活動中の班員の要請に

より、派遣元自治体で対応を要した

事案（複数回答）

「活動装備品の不足」38
（90.5％）、「活動内容・方法等への

助言」31（73.8％）、「班体制の変

更」20（47.4％）の順で多かった。  
７） 派遣元自治体による派遣職員の

メンタルヘルス対策

（1）実施の有無

派遣職員に対する、メンタルヘ

ルス対策の実施については「実

施有」34（81.0％）、「実施無」8
（19.0％）であった。

以下は、メンタルヘルス対策

「実施有」と回答した自治体（n
＝34）の、実施内容である。  

① 実施の時期（複数回答）

「派遣後」26（76.5％）、「派遣前」

19 （ 55.9％）、「派遣期間中」 10
（29.4％）の順に回答が多かった。

② チェックリストやアンケートの活

用の有無

「活用有」21（61.8％）、「活用

無」13（38.2％）であった。チ

ェックリストやアンケートの内容

（自由記載）では「自治体の定め

るメンタルヘルスチェッ

ク」、「職員健康管理部署による実

施」、「 IES―R」、「CIDI-SF-RR」

などの回答があった。

③ 面談を実施した職員の有無

「有り」6（17.6％）、「無し」25
（73.5％）であった。

「有り」と回答した自治体に対

し、実施者について、たずねた結

果、「統括保健師」、「上司」、「健

康管理室職員」などであった。

（２）メンタルヘルスの専門家への

受診や相談を勧奨した職員

「有り」2（4.8％）、「無し」39
（92.9％）であった。  

８） メンタルヘルス対策以外の健康

管理対策

メンタルヘルス対策以外の健康管理

対策の実施は「有り」、「無し」のいず

れも 20（47.6％）、「NA」2（4.8％）

であった。

 「有り」と回答した対策の内容で

は、健康管理面として、派遣前には

「オリエンテーションにて説明、相

談窓口設置」、「健康管理室で産業医

の許可の確認」などがあった。派遣

中は、声かけやロゴチャットなどを

活用した「日々の体調管理」、「感染

症対策」、派遣後は、所属長や上司

から「休養・休暇取得の推進のため

の声かけ」などがあった。安全対策
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面では「活動場所への移動が早朝や

夜間にならないよう配慮」、「ヘルメ

ットの用意」、「オリエンテーション

時に、被災地では原則２人以上で行

動するよう伝えた」などがあった。

９） 保健師チーム派遣活動期間中の

派遣元本庁職員による現地訪問の有

無

派遣元本庁職員による現地訪問の実

施が「有り」11（26.2％）、「無し」31
（73.8％）であった。

「有り」と回答した自治体の訪問

（視察）の時期と目的は、「第１班

の班員として活動し、現地の被災状

況や活動内容を確認した（現地オリ

エンテーションとして訪問）」とい

った、初動班員を兼ねたケースがあ

った。2 月～4 月頃は、「派遣先の状

況及び課題の確認と整理」を目的と

し、5 月には「派遣終了に向けた調

整」のための訪問を実施していた。

５．  保健師等応援派遣の成果・検証

１) 応援派遣活動報告会の開催

「有り」35（83.3％）、「無し」3 
（7.1％）、「実施予定」4（9.5％）で

あった。

２) 応援派遣活動報告書の作成

「有り」10（23.8％）、「無し」18 
（42.9％）、「実施予定」14
（33.3％）であった。

３) 応援派遣調整における都道府県

庁内の関連部署との連携上の課題連

携上の課題が「有り」と回答した自治

体は 21（50.0％）であり、その内容

では、「DHEAT の派遣による保健師の

人選・調整」や、「DHEAT の保健師活

動への統括保健師の支援体制をとる

ことができればよかった」な

ど、DHEAT と保健師等チームの同時派

遣により生じた人員調整上の課題

や、「防災部署との役割分担や情報共

有が不十分」といった本庁関連部署

間の調整に関することがあった。ま

た、「ロジ職員の確保の困難」といっ

た、意見もみられた。また、「庁内の

応援体制がなく 1 人対応は限界」と

いう、補佐役割がない中で、保健師チ

ーム調整を実施した自治体や、「過去

の災害派遣の記録をもとに、手探り

で応援派遣調整を進めたので、役割

分担が不明であった部分もあり、平

時からマニュアル等の整備が必要だ

った」という、保健師派遣に関するノ

ウハウについて引継など、未整備な

自治体もあった。「派遣調整担当者は

本庁にいるが、県統括保健師が保健

所に配置されており、保健所で派遣

調整を実施した。しかし、情報は本庁

に入ってくるため統括保健師はタイ

ムリーな対応や、派遣延長の可否の

判断に苦慮する等、統括保健師とし

ての役割を発揮できなかった」など、

自治体の統括保健師の配置が本庁で

はなく、保健所であることに起因す

る課題などがあった。

４） 応援派遣調整における都道府県

庁と都道府県型保健所統括保健師と

の連携上の課題

保健師チームの派遣調整において、

都道府県型保健所の統括保健師との

連携上の課題は「有り」が 14（33.3％）、

であった。課題の内容では、「市町村保

健師も合同チームとして派遣調整し

たいため、保健所統括保健師に理解を

求め、調整していく必要がある」、「土

日祝日、時間外等の連絡手段の体制整

備」、「派遣継続における調整、人員体

制」、「保健所統括保健師の中で、調整

役窓口等を決めておく」、「被災県とな

りうる場合を想定し、職員が派遣経験

を積む必要性の理解と、派遣への働き

かけを促す姿勢に差がある」、「保健所

に配置されている圏域統括保健師は

技術的支援を行う立場であるが、人事

権はないため、派遣要請ルートの再整

理を要した」などの回答があった。

５） 応援派遣調整における都道府県

庁と保健所設置市統括保健師との連

携上の課題

保健師チームの派遣調整において、
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都道府県庁と保健所設置市の統括保

健師との連携上の課題「有り」と回答

した自治体は 18（42.9％）であった。

課題の内容では、「活動記録や写真等

の共有方法」、「保健師等チーム派遣に

係る事前の取り決めや、計画がない」、

「混合チームであったため、保健師の

選定で経験年数や派遣経験の有無等

について予めすりあわせが必要だっ

た」、「土日祝日・時間外の連絡手段」、

「保健所設置市に統括保健師が設置

されていなかった」、「保健所設置市は

『保健師等派遣調整システム』を閲覧、

操作することができないため、県本庁

によるタイムリーな派遣要請内容の

伝達や、派遣登録の代理入力等が必要

であった」、「他ルートでの保健所設置

市からの応援派遣状況の把握が困難

なため、連絡・情報共有のための会議

を開催した」などであった。

６） 応援派遣調整における都道府県

庁と市町村保健所統括保健師との連

携上の課題

保健師チーム派遣調整において、

都道府県庁と市町村保健所統括保健

師との連携上の課題「有り」と回答し

た自治体は 21（50.0％）であった。

課題の内容では、「市町村統括保健師

との緊急（土日祝日・時間外）連絡方

法の整備」、「他の派遣調整窓口を同

一にして欲しい（市町統括保健師を

介すことでかえって煩雑になる）と

いう意見があった」、「保健師派遣に

関する担当窓口が総務課（人事担当）

である場合があり、市町統括保健師

との調整が直接できないところがあ

った」、「応援派遣活動が終了してか

ら、市町から派遣に関する課題を聞

いた。情報交換、情報共有が不十分だ

った」、「保健師等チーム派遣に係る

事前の取り決めや計画がない」、「全

市町村に統括保健師が配置されてお

らず、連携が十分とれているとは言

いがたい」、「連絡調整に時間がかか

ったため、今後は web を活用するな

ど、一同に顔を合わせて調整すると

円滑に進められたのではないか」な

ど、今後に向けた工夫・改善を含めた

多様な意見があった。

７） 応援派遣実施による派遣元自治

体内での成果（波及効果等）

「有り」41（97.6％）と、殆どの自

治体で波及効果を認めていた。

７－１）成果（波及効果）の内容

（複数回答）

「災害時の保健師の役割への理解・

危 機 意 識 の 向 上 （ 保 健 師 ）」 40
（97.6％）、「災害時の保健師の役割

の理解の向上（他職種）」34（82.9％）、

「災害に関する研修等人材育成の強

化」31（75.6％）、「マニュアルの策定

や改定」27（65.69％）、「応援派遣に

備 え た 装 備 品 等 の 体 制 強 化 」 26
（63.4％）、「応援派遣時の統括保健

師の役割の明確化」23（68.3％）など、

いずれも半数以上の自治体で成果が

認められたと回答があった。

８） 応援派遣実施による都道府県下

の自治体間での成果（波及効果等）

全ての自治体で波及効果を認めたと

回答があった。

８－１）成果（波及効果）の内容

「都道府県下の統括保健師間の連携

の強化」30（71.4％）、「今後の災害

（受援）に備えた体制整備（強

化）」26（61.9％）、「今後の応援要

請時に備えた体制整備（強化）」24
（57.1％）などが半数以上の自治体

から回答があった。

Ｄ．考察

能登半島地震における、保健師等チー

ム派遣による保健師の延べ人数は、過去

の派遣実績と比して 2）３）、2011 年に発

生した東日本大震災に次ぐ規模であっ

た。

能登半島地震の派遣依頼に際し、保健

師等チームが最も多く派遣された自治体

は輪島市であるが、次いで派遣チーム数

が多かった派遣先は金沢市であり、被災
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地と非被災地の双方へ、派遣されたこと

が特徴の一つである。この背景には、甚

大な被害が生じた能登半島の自治体で

は、急速に増大する支援ニーズに対し、

道路などのインフラの被害等により、ア

クセスの困難性が生じ、復旧のための支

援者や物流を含む、被災地の支援ニーズ

に対する迅速な支援対応が困難であった

ことが影響している。さらに、能登半島

に位置する市町は、県内の中でも、突出

して人口減少や高齢化が顕著な地域特性
４）であった。そこへ元日、厳冬期に災

害が発生し、孤立集落も多数発生すると

いう、深刻な状況が加わり、被災者の災

害関連死を防ぎ、生活環境の改善を図る

ため、広域避難施策の一環として、金沢

市内へ、多くの住民を移送することを石

川県が実施したことに伴うものであった
5）。このような被災地域の特性が、保健

師等チームの派遣活動の、広域かつ長期

化に影響をもたらした。しかし、数度に

わたる派遣要請の延長の依頼を受けた非

被災都道府県では、長期支援のための人

員確保は困難であった。そのため、約 4
割の都道府県では、県下の指定都市との

ローテーションによる班編成を、約 7 割

の都道府県が市町村保健師との混成班編

成による派遣を実施していた。このよう

な班編成を実施した理由は、事前の規定

の定めというものは僅かであり、「都道

府県の人員不足を補うため、過去の実績

により、実施していた。今後の保健師等

チームの派遣要請においても、都道府県

の保健師等の職員派遣のみで支援要請に

対峙することは困難性が高く、圏域下の

政令指定都市を含む保健所設置市や、そ

の他の一般市町の保健師との協働編成な

どの派遣調整は不可欠である。そのた

め、圏域下の自治体間の意思統一や、時

間外を含む連絡体制の整備を図ることは

欠かせない取り組みといえよう。さら

に、マンパワーのみではなく、派遣時期

や現地の状況を考慮した人選についても

考慮したい。今回の調査の結果では、災

害支援従事経験者等のベテラン保健師の

優先や、未経験者と経験者のペアリング

など、現地において、自立した専門支援

チームとして活動ができるよう、派遣保

健師やその他の専門職の人選に、考慮し

た自治体がみられた。一方、業務都合な

どにより可能な希望職員を、順次派遣し

た自治体もあった。保健師等チーム要請

のある大規模災害時は、急性期や亜急性

期は、現地職員の参集の課題に加え、情

報集約、初動体制確立などの困難性が高

く、指揮調整等の組織機能が低下してい

る場合がある。混沌とした状況下におい

て、被災地職員の説明や指示等が十分に

得られない場合においても、状況を俯瞰

的にアセスメントし、自己完結型の保健

活動を担うことができる人員の派遣が期

待される。また、被災地の健康課題やフ

ェーズに応じて変化し、地域の課題解決

に相応した、専門職種を組み合わせるな

どの考慮も、被災地の支援には重要な事

項である。派遣チーム等の報告から、派

遣元の自治体が、随時、被災地の課題解

決に適した、支援チームを派遣するなど

の配慮が望まれる。

一方、保健師等チームの活動内容に着

目すると、「避難所の健康支援」40
（95.2％）が最も多く、次いで「在宅訪

問（ローラー調査）」30（71.4％）、「在

宅要支援者の健康支援」29（69.0％）、

「情報収集」27（64.3％）の順であり、

被災地の住民を対象とした直接的な支援

活動が多くを占めていた。しかし「保健

活動体制の構築」15（35.7％）、「保健・

看護活動チームの調整」11（26.2％）、

「情報の分析・評価」11（26.2％）、「複

数の応援保健師チームのリーダー機能」

5（11.9％）、「保健活動の企画」5
（11.9％）といった、マネジメント機能

に関する活動も、比率としては高くない

ものの、実績はあった。昨今は健康危機

事象時の地域住民の多様な支援ニーズの

顕在化から、災害支援チームの職種や立

場も多様化し、多様な専門家チーム等と

の効果的な連携のあり方について、検討

を図る必要性が生じている。また、災害
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時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の

創設により、保健師の災害時応援派遣要

請の機会は、保健師等チーム活動に留ま

らず、DHEAT 班員としての活動に従事す

る機会も生じている。いずれのチーム員

として派遣される場合においても保健師

には、被災地の状況を判断し、マネジメ

ント能力をも兼ね備えた上で、被災地住

民の健康と安全を守り、早期復興に向か

う支援の一端を担うことが期待されてい

る。そのため、災害時に求められる専門

能力の底上げも期待される。さらに、健

康被害情報などのデータの把握や、利活

用等のために DX の活用も進歩がみら

れ、今回の調査においても、自治体内の

情報共有に限定した場合も、多様なツー

ルの活用や、工夫はなされていた。今後

も、有事の保健師の活動においても、デ

ジタル技術の活用は必須のツールといえ

るため、国レベルで整備されるシステム

の情報、自治体内部でのシステム開発と

活用にも周知しておくことが求められ

る。さらに、応援派遣経験が、個々の体

験に留まらず、組織的に検証を図り、課

題に対する対策を強化することが、今

後、受援側となる災害等を経験した場合

の対策強化にもつながるため、最新の災

害の動向を把握し、自組織の体制整備の

整備の機会とすることが求められる。

Ｅ．結論

本調査の結果には、以下の限界がある。 
まず今回の能登半島地震の保健師派遣の

調査対象は、厚生労働省健康・生活衛生

局健康課保健指導室の調整による保健師

等チーム派遣に限定して実施した。しか

し、能登半島地震に際しては、保健師等

チームの他、対向支援や自治体間協定等

多数の保健師等チームが派遣されていた
７）が、多様な派遣スキームによる保健師

の派遣活動を包含した実態を示すデータ

ではない。さらに、本調査の回答者は、保

健師等チームの派遣調整を担当した都道

府県の本庁の保健師による回答であり、

長期にわたる、多数の派遣保健師個々の

立場による、直接回答とした場合とは、

浮き彫りとなる活動の実態や課題には差

が生じる可能性は否めない。

上記の限界はあるものの、最新の保健

師チーム派遣が実施された災害時におけ

る調査の結果から、保健師等チーム派遣

の実績や、派遣元自治体による支援体制

にはいずれも自治体間の差が認められ、

今後の災害に備え、自治体間の連携体制

の強化を含む、災害時の派遣に向けた体

制整備の標準化の必要性が示唆された。

さらに、昨今の災害の頻発、被害の甚大

化を鑑み、派遣体制の整備に加え、受援

体制の整備についても各自治体で強化を

図る必要性がある。あわせて、保健師の

派遣活動は、個別の被災者への直接的な

支援に留まらず、増加する被災地支援チ

ームとの連携・協働を含めたマネジメン

ト機能も含まれている。想定される大規

模災害などでは、より長期に、多人数の

保健師派遣要請が実施される。そのため

一定の質を担保した、人材育成強化の必

要性がある。
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